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(年金制度)：老後のための自助努力―誰がどのくらいできるのか 

 

個人型確定拠出年金では、加入者が自ら余裕資金を積み立て、公的年金を補完することが期待

されている。しかし、家計の所得が低くなると拠出の余裕が乏しくなるのみならず、公的年金

の支給水準自体が低くなるため、十分な積立が二重に困難になる点に注意を払う必要がある。 

 

去る５月に改正確定拠出年金法が成立し、2017 年１月から主婦や公務員、企業年金に加入する

会社員も個人型確定拠出型年金を利用できるようになる。公的年金を補完し、老後の所得保障

に一定の役割を果たすことが期待されているのである。以下では、公的年金を補完するために

は、確定拠出年金にどのくらい拠出をする必要があるのか、それは現実的な額なのかどうかを、

世帯年収別に検証する。1990 年生まれ 25 歳の夫婦世帯がこれから確定拠出年金に加入・掛金

拠出し、運用利回り及び物価・賃金上昇率はゼロと想定して考えてみよう。 

 

まず、老後の生活費はいくらか。総務省「家計調査年報（平成 27 年）」によると、60 歳以上

の夫婦からなる高齢無職世帯の消費支出は１ヶ月 24 万４千円、税保険料等を含めた総支出が

27 万６千円である。また、生命保険文化センター「生活保障に関する調査（2013 年度）」の

アンケートによると、老後に最低限の生活を送るのに必要な額の平均値は１ヶ月 22 万円であ

った。かなりぎりぎりの生活であることを承知の上で、まず月額 25 万円、年 300 万円を生活

費としてみよう。次の想定は余命、つまり 65 歳で引退し年金生活者になるとして何年間生活

費が必要になるかである。「日本の将来推計人口(2012 年１月推計)」（社会保障人口問題研究

所）は生命表の変化を予測している。それに基づき、現在 25 歳の人の平均余命を推計すると

男性が 59年、女性が 65年となり、65歳からの引退期間は 19 年、25 年になる。夫婦の年齢が

同じであり、単身高齢世帯の数値を元に、夫死亡後の妻の生活費を年 180 万円と想定すると、

65 歳時点で必要な夫婦の準備額は、300×19＋180×６＝6,780 万円、である（ケース A）。 

 

ただ、平均余命で「うまく死ねる」とは限らない。長生きへの対応としては、終身年金への加

入が有効であるものの、現状ではそれほど普及していない。もし 25 歳からの余命の分布の上

位 25％、すなわち男性で 68 年間（93 歳まで）、女性で 73 年間（98 歳まで）生きたなら、引

退期間は28年、33年となり、300×28＋180×５＝9,300万円の生活費が必要である（ケースB）。 

 

次に公的年金額はどのくらいか。「平成 26 年度年金財政状況報告案（年金数理部会資料）」

によると、男性の標準報酬額（ボーナス込みの１ヶ月あたり平均）は 43 万２千円である。厚

生年金報酬比例部分の支給乗率は 0.5481％なので、65 歳まで 40 年働くと報酬の約 22％

（≒0.5481％×40）、月９万５千円（≒43万２千円×22％）が支給される。さらに夫婦とも月

額６万５千円の基礎年金を受け取るので、年金額は計 22 万５千円（≒６万５千円×２＋９万

５千円）、夫死亡後には 13 万６千円（≒６万５千円＋９万５千円×3/4）の遺族年金が支給さ

れる。 

 

従って、公的年金の受給総額はケース Aで 6,109 万円（＝22.5 万円×12×19＋13.6 万円×12×

６）、ケース B では 8,376 万円（＝22.5 万円×12×28＋13.6 万円×12×５）なので、生活費

の総額に対する不足分はそれぞれ 671 万円(ケース A)、924 万円(ケース B)になる。 
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ケース Aの 671 万円を 40年間（480 ヶ月）で準備すれば、１ヶ月あたりの積立額は１万４千円、

ケース Bの 924 万円の場合は毎月２万円になり、「何とかなる」額のようにも思われる。しか

し、43万２千円は標準報酬の平均であり、実際の世帯の収入には多寡がある。例えば、家計調

査年報で世帯年収別に世帯主の勤務先からの報酬（ボーナス込み）をみると、43万２千円に達

するのは上位 37％の家計であり、中位数は 38 万円である。しかも報酬が少額になると、報酬

比例部分の年金額が減少するだけでなく、家計に余裕がなくなり積み立てられる額が減少する。

そこでここでは世帯年収別に、積立可能額 X（＝収入－支出－住宅ローン返済額）を計算し、

その額とケース A、Bの生活費総額から年金受給総額を控除した不足額を 480 ヶ月（40年）、

あるいは 240 ヶ月(20 年)で割った１ヶ月あたり必要積立額（Y）と比較してみる（図表１）。 

図表１：世帯年収別の積立可能額と必要積立額の比較 

 

 

この表からわかるように、積立可能額（X）は年収とともに増加し、特に世帯年収 500 万円前

後で月２万円から５万６千円にジャンプしている。反対に必要積立額（Y）は年収とともに減

少し、世帯年収 800 万円以上ではマイナスとなる。つまり、最低限の生活費なら公的年金だけ

でも十分になる。結局、年収 500 万円未満の家計では、最も負担の軽いケース A：480 ヶ月、

であっても必要額（１ヶ月 3.9 万円）を積み立てられず、他方、年収 500 万円を超える世帯で

は、少なくとも 480 ヶ月ならケース A、Bともに必要額を積み立てられる。 

 

この試算には他に、(１)マクロ経済スライドや賃金上昇率による再評価がもたらす年金受給額

増減、(２)運用利回り改善による必要積立額の減少、等の要因が影響する。(１)のうち賃金上

昇率の影響は増減どちらもあるものの、マクロ経済スライドが実施されると今後、実質的な年

金額は 10～20％減少すると考えられる。他方、2.0％の実質運用利回りを想定して試算すると、

必要積立額（Y）が 19％(240 ヶ月の場合)、または 34％（480 ヶ月の場合）減少する。もしも(１)、

(２)が概ね打ち消し合うのなら、自助努力による公的年金の補完を年収 400 万円以下の家計に

求めることがあまり現実的はない、という結論は動きそうもない。以上を踏まえると今後求め

られる施策は、例えば公的年金では中低所得層の老後の所得保障をより確実にし、同時に中所

得層以上には自助努力の機会をより広く認める、ある種の棲み分け政策かもしれない。 

 

 （名古屋市立大学大学院 経済学研究科 臼杵 政治） 

(単位：万円）

世帯年収
０～

200万円
～300 ～400 ～500 ～600 ～700 ～800

800万円
以上

総収入 14.5 24.9 30.3 35.9 42.3 49.7 55.8 76.7

うち世帯主の報酬 11.9 18.7 23.8 27.8 33.1 39.5 45.9 59.6

うち配偶者の報酬 0.1 1.1 2.1 3.1 4.5 5.4 5.7 12.0

積立可能額（X) -0.5 0.5 2.0 5.6 5.5 6.8 7.4 15.6

必要生活費総額(ケースA) 6,780 6,780 6,780 6,780 6,780 6,780 6,780 6,780

年金受給総額(ケースA) 4,168 4,593 4,907 5,157 5,483 5,880 6,279 7,132

必要積立額(Y)：ケースA:480ヶ月 5.4 4.6 3.9 3.4 2.7 1.9 1.0 -0.7

必要積立額(Y)：ケースA:240ヶ月 10.9 9.1 7.8 6.8 5.4 3.7 2.1 -1.5

必要生活費総額(ケースB) 9,300 9,300 9,300 9,300 9,300 9,300 9,300 9,300

年金受給総額(ケースB) 5,752 6,326 6,751 7,089 7,528 8,065 8,604 9,756

必要積立額(Y)：ケースB:480ヶ月 7.4 6.2 5.3 4.6 3.7 2.6 1.4 -1.0

必要積立額(Y)：ケースB:240ヶ月 14.8 12.4 10.6 9.2 7.4 5.1 2.9 -1.9

総務省「家計調査年報（平成27年版）」などをもとに筆者作成


